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原子力発電用大容量タービン設備
Large Nuclear SteamTarbinePlants

かねてより開発が進められていた､ABWRプラント用大容量蒸気タービンの技術

開発の一部は完了し,また,進行中のものも近いうちに完了の予定となっている｡

本稿は,それらの新技術の概要について紹介する｡

大容量化と熱効率向上のための技術としては,52in長睾と湿分分離加熱器について

述べる｡また,配置のコンパクト化のために開発した大口径バタフライ弁は,圧力

損失低減による熱効率向上効果も期待できる｡システム側の新技術としては,最近

の給水水質向上を踏まえた高圧及び低圧ドレンポンプアップ方式による,タービン

システムのシンプル化と熱効率向上効果について述べる｡

l】 緒 言

J京子力用蒸気タービンは,現在の最大出力機である電気出

力1,100MW級のものについては50Hz向け,60Hz向け共に実

績が出つつある｡更に,次期大容量機としては,ABWR(新型

沸騰水型原子力発電設備)用の電気出力1,300MW級蒸気ター

ビンの開発が進行中であり,既に幾つかの成果が得られてい

る｡

それらの新技術の中でも,大容量化,熱効率向上に寄与す

る52in長異,再熟サイクル用の湿分分離加熱器の開発などが特

筆される｡また,大口径バタフライ弁の才采用や,給水加熱系

の合理化を図った高圧及び低圧ドレンポンプア､ソプシステム

などの技術も実用化検討が進行している｡

これらの新技術の導入は,将来計画での熱効率向上と合理

化の徹底によって,経済性の高いプラントを実現することに

なるものと期待できるので,以下に,日立製作所での開発寸大

子兄を紹介する｡

臣1 52in長実の開発

日立製作所では,昭和60年に1,500rpm用52in長巽の開発を

完了し,引き続いて昭和61年には1,800rpm用52in長異を完成

するよう開発を進めている｡

従来の最大長翼は,1,500rpm用では41in,1,800rpm用では

43inであった｡新しく開発された52in長翼をj采用することによ

って,約40%の出力増加が,あるいは同一の電気出力とすれ

ば約2%の熱効率向上が図られることになる｡熱効率向上の

具体例として,熱出力3,926MWのAI∃WRプラントについて示

せば,従来のTC6F-41形では電気出力が1,300MWであるのに
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対し,TC6F-52形では電気出力1,350MWに増加する｡一方,

大容量化の面からとらえると,従来のTC6F-41又はTC6F-43

形では電気出力1,300MW扱が一最大出力レベルであったが,

TC6F152形とすれば電気出力1,700MW以上の出力も■可能と

なる｡あるいは,電気出力1,100MW級もTC4F-52形で可能と

いうことになる｡Lかし,実際のプラントでは電気出力1,100

MW級は従来技術で標準化が進められているので,今後の標

準出力とされる電気出力1,300MW毒汲のプラントに52in長翼を

採用して,主として熱効率の向上効果を期待することになろ

う｡表1にABWRプラント用TC6F【52形原子力タービンの仕

表I ABWR用蒸気タービンの仕様比較 50Hz軋 60Hz用とも.

ABWRプラントに適用するTC6F-52形タービンの基本仕様は,本表に示すよう

に選定されている｡

項 目
50Hz俊 60Hz機

TC6F-4】形 TC6ト52形 TC6F-43形 TC6ト52形

電気出力(MW)

占
圧力(kg･■cm2･a)

l′300 l-350 l′33() l′350

68.5 68.5 68.5 68.5

283
…メ

温 度(Uc)

復水器真空(mmHg)

283

722

283 Z83

7Z2 722

横形.つり下げ式

722

ざ昆分 分 離 加 熱 器
横形,つり下げ式 横形,つり下げ式 横形,つり下げ式

50%容量×2基 50%容量X2基 50%容量×Z基 50%容量/2基

段落数
高 圧 8段ぺ2)充 9段X2;充 6段x2涜 6段･<2茂

了段イ6流低 圧 9段X6涜i7段X6浣 8段×6)克

最終段落
翼 長(ln) 4】 52 43 52

152平 均 径(ln) 138 】60 132

高圧部軸受スパン(rTl汀1) 8′077.Z 8.3a2 7′600 7′6t〕0

7.544

幅7-518･ぺ

低圧部軸受スパン(r¶m) 8.255 7′544 7′506

低圧排気口寸法(rnm)
幅7′5【8X 幅9′042:く 幅7.518×

長さ10.058 長さ】0.058 長さ9′058 長さ10′058

48.2タ ー ビ ン 全 長(m) 47.7 49.6 44.6

高圧部 低圧部 低圧部 低圧部
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図I TC6F-52形原子力用タービンの構造 本国はl.500rpm用電気出力l′300MW機の断面構造を示Lたものである〔
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様を,図1にTC6F-52形原こ子カタービン構造図の一例を示す｡

今回,日立製作所が開発を完了した1,500rpm用52in長異は,

1,800rpm用43in長峯の設計をベースとし,これを拡大する手

法で設計したものである｡

回転実証試験に使用した実物翼モデルロータは,最終段デ

ィスクを実機と同一の形二状に削り出し,これに実物書式作した

52in長巽1リングを植え込んだものである｡この実物試作を通

じて,型鍛造技術の確立や実体材料の強度試験,及び翼加工

技術の確立がなされた｡組み立てられたモデルロータには,

ストレインゲージをはりイ寸けて,回転中の異振動特性,応力

状態を検出できるようにした｡試験は,モデルロータを真空

室内に設置し,蒸気タービンで駆動して回転数を上昇させた｡

実の加振は蒸気を吹き付けることによって行なった｡図2は

試験装置の上半カバーを取り外した状況を示すものである｡

回転中の異振動数特性の測定は,テレメータシステムにより

行なった｡この試験結果から,52in長真の振動特性が1,500rpm

運転に適していることを確認するとともに,120%過速試験,

長時間運転試験を通じて,52in長翼の信頼性を十分に確認する

ことができた｡

日立製作所では,現在1,800rpm用の52in長異を開発中であ

るが,この長異は1,500rpm用のものとは形状,寸法を変えて,

1,800rpm運転に最適な設計としてある｡この異の開発結果に

ついては,後日改めて報告したい｡

同 湿分分離加熱器の開発

湿分分離加熱器の特徴は図3に示すように,従来の非再熟

方式の湿分分離器と加熱器を･一つの圧力容器に内蔵している

ことである｡加熱器は,熱サイクルの効率向上と温度上昇幅

を適正化するために2段再熟方式が主音充となってきており,

ダ′

室ざ

図2 52小長翼の実物翼モテリレロータによる回転実証試験装置

実物翼モデルロータによる回転実証試験を実施Lて,信頼性を確認した｡

表2 湿分分離器及び湿分･分離加熱器の諸元比較 ABWR電気出力

l′300MW級湿分分離加熱器の基本仕様が,本表に示すように選定されている｡

項 目 電気出力㌧100MW級 電気出力l,300MW級

熟 サ イ ク ル 非再熱(湿分分離器) 再熱(湿分分離加熱器)

外 形 寸 ン去

基 数 2 2

胴 径 3′200mm 3′700mm

長 さ 】4′800mm 33′000mm

ドレンタンク

湿分分離器 2基,じか付け 4基,じか付け

第l段加熱器 4基,別置き

第2段加熱器 4基,別置き

加熱蒸気源として高圧タービン抽気と主蒸気が供給される｡

また,電気出力1,100MW級以上のプラントでは湿分分離加熱

器が4基ないし6基であったが,近年ではプラント建屋スペ

ースの有効利用とクロスアラウンド管の簡素化を考慮して,

2塞が主流となってきておF),電気出力1,100MW級湿分分離

器とABWRで計画されている電気出力1,300MW級湿分分離

加熱器と比較すると,表2に示すように胴長手方向に約2倍

の良さの構造物となる｡

再熟方式をBWRプラントに採用することにより得られる効

果を要約すると､以下のようになる｡

(1)低圧タービンの入口蒸気条件の改善により,プラント熱

効率を約2%向上することが可能となる｡

(2)蒸気タービン内の蒸気湿り度は,図4の熟膨脹線に示す

ように非再熟方式に比べ約3%ないし5%軽減され,低圧タ

ービンなどの信頼性が向上することになる｡
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図4 原子力タービン蒸気膨脹線の比重交 原子力タービン蒸気膨脹

綬の再熟式,非再熱式での違いを示す｡

被加熱蒸気出口 第2段加熱器

第1段加熱器

Q

湿分分離器
入口分流板

ドレントレイ 被加熱蒸気入口 湿分分離ドレン出口

0

図3 テ五分分離加熱器構造図 電気出力,.300MW級スーパーサイズ湿分分離加熱器の構造図を示す｡
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前記のようなメリットからBWRプラントでも性能･信頼性

向上の両面からi混分分離加熱器を実機に適用する二状況下にあ

る｡日立製作所では,湿分分離加熱器を実用化するに当たっ

て綿密な計画のもとに開発,検討を行なってきた｡湿分分離

器関連技術は既に電気出力1,100MW式汲で運転実績をもつ既

存技術であるが加熱器関連技術は要素技術の確立とともに､

図5に示すような諸外国の先行プラントでの運転実績につい

ても検討を加えた｡特に管内流動､伝熱管変形強度について

は｢ABWR電力共同研究+の中で実長大モテル試験を実施し,

その信頼性の確証が得られている｡また,大形構造物として

の信頼性の確認,供用期間中の運転性,保守性についても検

討を加え,設計･製作可能な段階に至っている｡二こでは,

これらの開発･検討結果の数例を紹介しておく｡

(1)加熱器の信頼性

加熱器は蒸気一蒸気の直交i充形の熱交換器であり,伝熱性能

は管外側の熱伝達率が支配的である｡そのためチューブ外表

面にはローフィンが加工されており,その伝熱特性を把握し

て加熱器の基本仕様を決定する必要があり,図6に示すよう

現 原 困 改 善 策

管内ドレン過冷却による管
端出口にき裂･漏えい発生

熟負荷不均一,ドレン流
動の考慮不足

各伝熱管への流量配分
掃出蒸気系統

伝熱管振動による損傷支鯛隔の長大責禦雫宗悪貨増考慮

加熱器の性能低下伝熱管外面のさび発生耐食性材料の選定

伝熱管エロージョン湿分のキャリオーパ高性能分離エレメント

〕ベンド部近傍での伝熱管
支持板の曲り発生

管束外でのバイパス涜発生
加熱器の性能低下

胴板及び内部構造物のクラッ
ク,エロージョン

ドレン水位制御不安定,ド

レン閉そく

加熱器の急加熱

管束の浮上がり

構造及び材質選定に考慮

不足

配管口径不足
ドレンタンクの共用

図5 運転実績とその改善策

結果と改善策を示す;..

;簸

蒸気制御弁の設置

浮上がり防止構造

減肉対策材と構造の適正化

グラビティー流れの考慮
ドレンタンクの独立設置

フ毎外プラントの運転実績に対する検討

凝

母才一

ぷ

図6 湿分分離加熱器実験装置 フィン付きチューブの伝熱性能把握

のために,蒸気試験を実施Lて性能予測を可能にLた.-.
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図7 加熱器凝縮ドレンの過冷却実測値(第2f設加熱器) 実長大

モデルによる試験で,加熱器凝絹ドレンを許容値以下にできることを確認して
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図8 加熱器伝熱管に作用する応力値(第2段加熱器) 加熱器伝

教管に作用する応力値が.許容値に対して低くできる構造であることを確認している.-

な実物大モデルなどにより蒸気試験を実施した｡

一方,管内側では蒸気の保有する?疑縮i替熟によ-)熱伝達す

ることになる｡したがって,チューブ良子方向に徐々に凝縮

した液相成分が増加し,2相i元の様相を呈し管出口近傍では

ほとんどの蒸気が凝縮ドレンとなって排出されるが,凝縮が

極度に進むと流れが不安定となりトレンが過冷却し,管瑞枝

合部に熱変動を生じき裂に至ることが知られている｡Lたが

って,トレンの排出性を確保するために適度な掃出蒸気を使

用すること,また直交i充形熱交換器なので各チューブの熱負

荷に見合った蒸気を分配する手i去を確立しておくことが必要

である｡熱負荷の不j勺一性に伴う検討課題としては各チュー

ブの温度条件に差異が生じ,U字型チューブに熱伸び差による

変形応力が発生することから､支持構造を十分に配慮してお

く必要がある｡これらの問題を解決するために,実長大モデ

ルで言式験を実施して強度的にも余裕があり,かつ解析値とも

よく一致するという確証を得ている｡図7,8に第2段加熱

箸旨の試験結果グ)一例を示す｡

以上か加熱器として特徴づけられる内容であるが,チュー

ブ振動に対する配慮も重要である｡特に管群から成る場合に

は,いわゆる流.体中に置かれて物体の後手充に発生するカルマ

ン渦による自助振動だけでなく,チューブ間の流/体による相

互干渉で発生する流体弾性振動を考慮したものとするために

は,弁テスト時の流量増大に耐えられるチューブ支持間隔と

する必要があり,図9に示すようにモデル試験によって確認
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している｡

(2)胴体構造の信頼性

胴体内部構造はラ充体的にも十分配慮された設計とすること

が望ましく,湿分分馳効率に胴体長手方向の流れ分布が影響

することから,胴体蒸気入口部に分流板を備えてその平均化

を図っている｡また,低圧タービンが3奉呈の場合,インタ

ーセプト弁のテスト時には6弁設けられてあるうちの1弁が

急閉するので残った5弁においては定常時に対し約20%流量

が増加するためこの時の胴内部流れを把握しておく必要があ

り,図川に示すように流動解析を行ない確認している｡

従来の湿分分離器では温度は一様であったものが,湿分分

離加熱器では上下方向に温度差があることから胴体の猫背変

形が発生するため胴体支持点については,作用応力の一様化

を考慮して決定する必要がある｡その解析結果の一例を図Il

に示すが,応力レベルは低いことを確認している｡また,BWR

プラントに適用するに際して耐震設計上も丈夫なものとする

必要があり,地震時の床応答のピークが発生する固有周期に

対して,湿分分馳加熱器の固有周期が十分触れていることも

確認している｡

田 湿分分離加熱器の配置検討

湿分分離加熱器は,電気出力1.300MW級用では胴体内径が

3･8m,全長が33m(胴体の両側に設けるチューブ引抜きスペー

スを含めると約61m)のものが2基設置されることとなり,こ
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図9 管群振動の安定判別線図 管群振動に対L.十分安全な領域で

設計を実施Lている｡
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図Il湿分分離加熱器の応力解析結果 F.E.M(有限要素法)により応

力解析を実施し.各部に作用する応力値が許容応力以下であることを確認Lている｡

の設置場所がタービン建屋の長辺寸法の決定に影響を与える｡

システム的には,湿分分維加熱器を極力タービン本体に接近

して設置するのが望ましいが,典型的配置例は次のとおりで

ある｡

(1)運転床上に設置する方式

この方式は,タービン建屋長辺寸法を縮′卜することが可能

であるが,蒸気タービン分解時の部品レイダウンスペースの

確保のために,隣接する建屋をもレイダウンスペースとして

活用する必要がある｡したがって,この方式は同一仕様のプ

ラントを2基隣接して建設するケースでは利点が大きい｡

この方式によるタービン建屋配置例を図12に示す｡

(2)運転J末下に設置する方式

この方式では,タービン建屋外側のスペースを,チューブ

引抜きスペースとして活用するとしても,約10m建屋長辺寸法

を大きくしなければならない｡ただし,建屋が広くなった点

と,運転床面上から湿分分離加熱器室がなくなったことによ

って,蒸気タービン部品のレイダウンスペースはタービン連

星だけで十分に確保される｡したがって,この方式は単一プ

ラントを建設する場合や,隣接建屋にレイダウンスペースを

求めにくいケースで利点がある｡

この方式によるタービン毒墓屋配置例を図13に示す｡

t司 タービン中間弁用バタフライ弁の開発

低圧タービン入口に設けられる中間弁を,従来から用いて

きた組合せ中間弁をバタフライ弁化することによって下記の

効果が得られる｡

(1)弁のコンパクト化による建屋配置の合理化

(2)圧力壬員失の低減による効率の向上

(3)保守,点検の合理化
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図10 湿分分離加熱器の胴内流れ解析結果 胴内流れ解析を実施し,胴内構造の検討を実施している｡図中の矢印(→)は,蒸気流速と流れ方向を示している｡

32



l

蒸気タービ

湿分分離

＼/､＼､//＼/＼＼/ /＼/′

/1
l

R[ヨ
/

E===)

l

加熱器×2

運転床

単車__

十

l壷

隣
l

＼

i し】

怠
-(1-

!復水器
l

｢∴
′/

l
川/

川1三]
｢｢

l

l

】
-

ノI l
l

l

LJ:lU

ン

区112 湿分分離加熱器の運転床上配置例 i昆分分離加熱器を遮へい

壁で囲み,運転床上に設置Lているこ

運転床

地表
‾ノ/何杯

陀

f

l

蒸
気
タ

l湿

ビ分

ン分
離
加

熱
器

レ＼ ＼/＼ /＼ /＼ /＼

l

l
l

l
1
;ダブ

垂璧

+
- くシ

Y.

l

十

. 〆:

＼Jl
/

士___l :二±=J

×′霹詔』
×′′□n

†

l

l

て三毛

上′1

一ニフ｢

七､_.∠二_

l

l

E≡ヨE∃ r

l F

+ ; l

図】3 湿分分離加熱器の運転床下配置例 ;五分分離加熱器は運転床

下に配置L,運転床につり下げられている..

5.1構造,配置

従来の組合せ中間弁とバタフライ形中間弁の構造,配置の

比較を図14に示す｡

バタフライ弁化することにより配置スペースが低i成し遮へ

い鉄根もコンパクトになるので,定期検査時の機器レイダウ

ン面積が増加する｡更にバタフライ弁は弁一式を取り外し,

任意の場所で分解,点検が可能で部品点数も少なくなり保守･

点検が容易になる｡

また,バタフライ弁は管路の 一部をなL蒸気i先の方向を変

えないので圧力損失が少なく,熱効率向上効果がある｡

中間弁の機能としては,負荷遮断及びタービントリップ時

に急閉して,タービンの速度上昇を防止すること,及び負荷

遮断後クロスアラウンド管と湿分分離加熱器内に残留した蒸

気を,低圧タ【ビンに排出しながらタービンの速度制御を行

なうことである｡中間蒸気止め弁及びインターセプト弁は同

一仕様のバタフライ弁を用い,弁の駆動には112kg/cm2の高圧

油を用いる｡この駆動部の構造は従来の組合せ中間弁と同じ

である｡
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子
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注二略語説明

MSV(主蒸気止め弁)

CV(蒸気加減弁)

ル(インターセプト弁)

lSV(中間蒸気止め弁)

MSH(湿分分離加熱器)

HP(高圧タービン)

+P(低圧タ=ビン)

G(発電機)

TG(タービン･発電機)

回14 中間弁の構造配置比車交 タ【ビン中間弁のバタフライ弁化により,

配置スペ【スが低ユ成し,建屋配置のコンパクト化が回れる｡
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図15 実機大バタフライ弁言式輪状況 実機大のバタフライ弁を製作し

制御性,信頼性の確認を蒸気試験により行なったノ

5.2 確証試験

中間弁用バタフライ弁の開発に当たり,÷の縮小モデルによ
る空気試験により,流.れ特性(圧力手貞夫,i充量特性,圧力変動

など)の確認を行なった｡?欠に実機大のバタフライ弁を製作L

て､制御性(急閉特性,動特性,静特性,駆動力など)及び信

根性(強度,振動,変形,シーノレ性,耐久性など)の確認を蒸

気試験により行なった｡この試験状況を図15に示す｡また,

有限要素法によるi充れ解析,強度解析及び急閉特性のシミュ

レーション解析を行ない,試験結果の検討,評価に用いた｡

バタフライ弁の圧力壬員失特性の試験結果は図16に示すとお'り

であり,全開時で従来弁の÷以下であることが確認できた｡
一方,バタフライ弁の急閉特性は従来形とほぼ同じで,急閉

時間は0.2秒以下である｡
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図16 バタフライ弁圧力損失特性 バタフライ弁の圧力損失は従来弁

の÷以下であり,タービン出力の増加が可能になる｡

l司 タービンシステムの特徴と新技術

ABWRでは,従来の電気出力1,100MW級に対して処理蒸

気量が約20%増加するので,設備全体のスケールアップを図

るとともに,下記のような最新技術を才采用した｡以下にその

主な特徴について述べる｡

従来,国内BWRプラントではJ京子炉給水水質の確保,被ば

くイ氏減の点から,給水加熱器ドレンの全量を復水器にカスケ

ードし,復水浄化装置で処理する方式を才采用してきた｡しか

し,最近になってクラッド低減技術を採用した最新プラント

の良好な運転実績から,水質上の見通しが得られたため,

ABWRでは給水加熱器のドレンを直接復水系に回収すること

により,熱効率向上及び設備仕様の合理化を区lっている｡

(1)LPPD(低圧ドレンポンプアップ)

最低庄ヒータドレンを,復水浄化系の下i先にポンプアップ

する方式であり,主な改善項目は次のとおりである｡

(a)発電端出力が約0.1%増加

(b)復水量の減少によr),復水浄化設備容量の低減

(c)浄イヒ装置グ)減少により,廃棄物発生量のイ氏減

図17にLPPDシステムの概略構成を示す｡通常運転中はドレ

ンポンプ出口に設置された水位調節弁によってドレンタンク

水位一定制御を行なう｡また,起動･停止時及び過i痩変化時

のドレンタンク余剰水を処理するために,復水器への排出ラ

インを設置している｡ドレンポンプの運転開始は,プラント

出力が約50%以上となった時点とし,ポンプの過大仕様とな

ることを避け,かつ起動時の水質改善を図っている｡

(2)HPPD(高圧ドレンポンプアップ)

高圧ヒータドレンを,給水ポンプの上流側にポンプアップ

する方式であー),LPPDシステムの改善項目に加えて,

(a)発電端出力が約0.34%増加

(b)低圧給水加熱器容量の約40%低減によるコンパクト化

が図れ,特に4ネックヒータでは最適な機器計画が可能と

なる｡

図18にHPPDシステムの概略系統構成を示すが,構成と運

用は上記LPPDシステムとほぼ同じである｡しかし,本システ

ムでは高温の飽和ドレン処ヨ塑となるため,過渡変化時のドレ

ンポンプ吸込圧力の確保に考慮を払っている｡また,ドレン

ポンプトリップ時の過i度条件でも安定した給水を確保するた

めに,給水ポンプとの相互インタロックを行なってしiる｡
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図け 低圧ヒータドレンポンプアップ系概略構成 No,6ヒータを

出たドレンをポンプアップLて高圧復水ポンプ吸込側に入れるため,熟効率の

向上が図られるとともに,補機類のコンパクト化が図れる〔)
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給水
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図18 高圧ヒータドレンポンプアップ系概略構成 No.2ヒータを

出たドレンをポンプアップして,給水ポンプ8及込側に入れるため,熟効率の向

上が図られるとともに,カスケードドレン塞が減少して,低圧ヒータのコンパ

クトイヒが図れる｡

l】 結 言

以上述べたように,大容量原子力用蒸気タービンの新技術

については,タービン本体だけでなく,システム全体の性能

向上を目指して幅広く検討が進められている｡ABWR向けの

技術については既に具体的な設計も進められているので,実

プラントヘの適用も間近と思われる｡

更に,将来の電気出力1,800MW級プラント向けの新技術に

ついても,一部のものについては検討が開始されている｡
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